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介護負担増 断念 抜本改善

改善

中央社会保障推進協議会 事務局長 林 信悟

阻止
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① 介護署名は１３万７６３８筆を提出

② 介護署名の紹介議員は２９名（立憲
６、共産２１、社民１、無所属１）

③ 地方議会意見書採択、１０都県４３
自治体

④ 厚労省等に２５００名の声を提出
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政府は14日（2022年12月）、有識者でつくる「全世代型社会保
障構築会議」（座長・清家篤元慶応義塾長）を開き、急速な少
子高齢化と人口減少に対応する制度改革案を議論した。介護保
険で高齢者の負担を増やす案は、結論を来夏に先送りすること
で大筋一致。既に75歳以上の医療で保険料増の方針が決まって
いるため、影響を見極めて慎重に検討する。16日にも報告書を
決定する。

 報告書には、75歳以上の中高所得者の医療保険料引き上げや、
将来的な児童手当拡充などを盛り込む方向。岸田文雄首相が
トップを務める「全世代型社会保障構築本部」に提出する。

①保険料の引き
上げ、②多床室
の室料徴収、③
利用料２割化の
対象拡大は、法
改正を経ず、省
令改正と、介護
報酬改定で、夏
までに実施が決
められる可能性
が高く１月から
断念に追い込む
たたかいが必要



2023/2/1

8

断念

①第1号被保険者の保険
料の引き上げ

②介護施設多床室にお
ける室料徴収の新設

③介護利用料２割・３
割負担の対象拡大
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４つの柱

①請願行動をこの春に集中する

②全国で大規模宣伝に打って出る

③介護改善運動の共同を広げる

④通常国会と地方議会を包囲する

集中

1. 介護署名２～５月の４ヶ月集中

2. ２月３月議会へ、すべての地方
議会に請願・陳情を

3. すべての地元国会議員アタック

4. ３月と５月に署名を国会提出
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1. 署名は国民の権利

2. 署名は誰でもできる

3. 署名の数は国民の声

4. 署名は社会を変える

5. 署名活動は元気の源
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① 紹介議員から国会に提出された署名は、内容にあわせた
委員会（厚生労働委員会）で採択か否かを審議し、委員
会で採択されると本会議に諮られます。委員会で採択さ
せ、本会議で決議させるためには、委員会の中に紹介・
賛同議員を多数にさせる必要があります。

② 採択された請願が、内閣において措置することが適当と
されると、その採択請願の処理経過が毎年おおむね２回、
内閣から議院に報告されることになります。採択したき
りで具体的な手立てを講じていなければ、内閣の責任が
問われることになります。

1. 職場と地域で、介護負担増ス
トップの大運動

2. 9日､25日を軸にした目に見え
る大規模宣伝

3. リアル宣伝とＳＮＳ宣伝の連動
させよう
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1. 介護７団体との共同行動強化
介護7団体とは、①公益社団法人認知症の人と家族の会、②２１世紀・老人福祉の向上をめざす施設連絡会、
③いのちと暮らしを脅かす安全保障関連法に反対する医療・介護・福祉の会、④守ろう！介護保険制度・市
民の会、⑤全国労働組合総連合、⑥全日本民主医療機関連合会、⑦中央社会保障推進協議会

７団体共同で、①統一地方選候補者への介護要請、②オ
ンライン署名（負担増阻止）、③団体署名（事業者、労
働者、利用者の要求と声を集める）に取り組む（案）

2. ケア労働アクションに結集
（ケア労働者を組織する労働組合と運動を広げる）

包囲

1. 地方議員に要求を届ける
（統一地方選前に要請書を届け、公約に掲げさせる）

2. 国会議員の国会質問につなげる
（通常国会で「介護負担増反対」の国会質問）

3. 厚労省介護保険部会、介護給付
費分科会等への要請強化
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1. 日本のミサイル配備は、アメリカの要望
による対中国軍事戦略の一環。日本はア
メリカの「捨て石」

2. 日本の軍拡は、新自由主義と歩調をあわ
せて国民生活の窮乏化をすすめる

3. 私たちは今まさに「軍事費増による戦争
する新自由主義の国」か「社会保障費増
による福祉と平和の国」か、政治選択が
迫られている。

ケア

運動
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大軍拡 社会保障の拡充

憲法25条が定める社会保障は労働者・国民の基本的権
利である。社会保障は平和と民主主義のもとで成り立
つものであり、戦争や軍拡とは相いれない。いまこそ、
憲法改悪を許さず、新自由主義により脆弱化した社会
からの転換を求め、多くの国民や広範な団体との共同
で、「いのち・暮らし・社会保障を立て直す」壮大な
たたかいに全力をあげることをここに決意する。

2022年8月3日 中央社会保障推進協議会第66回総会

介護保障
全国の仲間


